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Ⅰ　はじめに

　本論では現行消費税制度の問題点とその改
善策について論じる。簡素といわれて出発し
た消費税法は複雑怪奇な現行制度となり，
TAINSの租税訴訟事件において事件数第１
位，日税連保険の税理士損害賠償事件におい
て事件数第１位となっている。その主な原因
は，免税事業者制度の存在と課税事業者選択
届出・課税事業者選択不適用届出など各種届
出制度手続書面の提出期限とその適用開始時
期に起因している。このことを課税事件の要

因から明らかにするとともに，現行の制度設
計の考え方を再考し，すべての事業者を事業
開始から課税事業者とすると共に零細事業者
の消費税額を免除する制度にドラスティック
に変更することで，簡素で明解な制度になる
のではないかと考える。

１　新税創設

　消費税関連法案は，竹下登内閣において
1988（昭63）年12月24日に国会（参議院）で
可決成立し，消費税法（法律108号）として
1989（平１）年４月１日から施行された⑴。消

消費税法における問題と改善策の一考察

中島茂幸
（北海商科大学名誉教授・税理士）

論　説

目　次

Ⅰ　はじめに
　１　新税創設
　２　消費税の導入から改正の経緯
　３　理論と実務のギャップ
　４　小規模事業者特例の改革
Ⅱ　免税事業者制度の沿革
　１　創設時の免税事業者制度
　２　資本金1,000万円以上の新設法人の特例
　３　限界控除制度の廃止
　４　免税事業者適用基準の引下げ
　５　免税制度及び簡易課税制度の見直し
　６　免税事業者の更なる見直し―その１
　７　免税事業者の更なる見直し―その２
Ⅲ　消費税法の理念と実務における訴訟事件

　１　税務訴訟事件
　２�　免税事業者の課税売上高に消費税は含まれ
るのか

　３�　「消費税課税事業者選択
4 4

届出書」の適用開始
課税期間

　４　事業開始日の意義
　５　「消費税課税事業者届出書」の意義
Ⅳ　税理士損害賠償事件
Ⅴ　免税事業者等の課税問題解決に関する考察
　１　すべての事業者は課税事業者
　２　零細事業者に限界控除制度
　３　事業者と事業開始の日
　４　簡易課税制度適用の選択制
　５　まとめ―消費税制度の簡素化



消費税法における問題と改善策の一考察

426　税法学586

費税の導入に当たって，従来，個別品目別に
課税対象を定め，それぞれの特性に応じて税
率が決定されていた物品税を廃止した⑵。我が
国の消費税法は「資産の譲渡等」，つまり「資
産の譲渡，資産の貸付け及び役務の提供」に
及ぶ広範囲な経済活動を課税対象とし，しか
もヨーロッパで実施されているインボイス方
式によらず帳簿方式で納税額を計算するとい
う日本型付加価値税ともいわれる方式で誕生
したのである（消費税法（以下「消法」）４
条，30条７項）。
　新税創設の苦しみは大きい⑶⑷。赤字国債の
発行を懸念し財政の健全化を目途に1978（昭
53）年大平正芳首相は一般消費税構想を打ち
出したが頓挫した⑸。その後の政局は，中曽根

康弘首相による1986（昭61）年７月の第38回
衆議院選挙と第14回参議院選挙の同時選挙に
おいて自民党が衆議院304議席，参議院74議席
（非改選69議席）と両院過半数という圧倒的な
勢力を確保した。これを背景として1987（昭
62）年中曽根康弘内閣において売上税法を固
めるまで進んだのであったが，小売業界の猛
反対，社会党をはじめとする野党の反対のう
ちに廃案となった⑹⑺。しかし，中曽根康弘内
閣から引き継いだ竹下登内閣では，インボイ
ス方式の導入を見送り帳簿方式で計算できる
ように工夫し，課税売上高５億円まで適用で
きる簡易課税制度を導入し，税率を５%から
３%に引き下げ，非課税品目を限定的にする
などして，懸案事項であった財政の健全化の

⑴　森信茂樹『日本の消費税　導入・改正の経緯と
重要資料』納税協力連合会（2000）。大蔵省主税局
総務課長として消費税議論の渦中にいた著者が，
消費税導入前における議論から消費税法成立まで
の経緯，及びその後の改正と今後の展望まで，重
要な資料を踏まえて述べられている。
⑵　金子宏『租税法』弘文堂（2017）730頁。個別消
費税と一般消費税の論点を対比したのち，「所得税
の減税と一般消費税の導入とは，昭和60年代の抜
本的税制改革において，パッケージの意味をもっ
ていた」と述べている。なお，当時の物品税は，
課税物品（毛皮製品，ゴルフ用具，サーフボード
など）に対して，当時課税されていなかった類似
物品（絹織物，テニス用具，スキーなど）があり，
アンバランスが指摘されていた。
⑶　水野勝『税制改正50年－回顧と展望－』大蔵財
務協会（2006）195頁。昭和53年の一般消費税大綱
の検討では，中小零細事業者の免除は年間売上高
2,000万円，税率は５％，年間売上高4,000万円以下
の事業者には簡易課税方式としていた。
⑷　竹下登＝平野貞夫監修『消費税制度成立の沿革』
ぎょうせい（1993）13頁。昭和53年12月「昭和54
年度の税制改正に関する答申」における「一般消
費税大綱」では，年間売上高2,000万円を免税点，
非課税は輸出取引，資本移転，食料品，社会保険

医療など，年間売上高4,000万円以下の事業者に簡
易課税方式を適用，及び限界控除の適用，税率５
%などとなっている。
⑸　竹下＝平野・同上・30頁。大平正芳首相は，財
政再建に増税が必要であり一般消費税の必要性を
打ち出したが，総選挙前のことでもあり，自民党
内からも反発が強くなって，昭和55年度からの導
入を断念した。
⑹　竹下＝平野・同上・97頁。昭和62年１月の中曽
根康弘首相の施政方針演説における税制改正に対
して，野党は，売上税の「う」の字もでなかった
など反対意見が出された。さらに野党４派による
「売上税等粉砕闘争協議会」と全日本小売商団体連
合会など中小企業91団体で組織する「大型間接税
反対中小企業連絡会」が合同で懇談会を開き，一
致団結して闘いを進めていくことを決めた。
⑺　石光弘『現代税制改革史　終戦からバブル崩壊
まで』東洋経済新報社（2008）411頁。石は，中曽
根首相による減税のみ成立し売上税は失敗したこ
とについて，次のように評している。「シャウプ税
制以来の抜本改革，いわば第１次抜本改革は部分
的に実現されるだけで幕が引かれてしまった。本
命の売上税が廃案になったことをふまえれば，挫
折を余儀なくされたというべきであろう。」
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第一歩として消費税法の成立を図ったのであ
る⑻。
　1989（平１）年４月１日，竹下登首相は消
費税施行日に三越デパートでネクタイを買い
求め，テレビ報道のインタービューで「消費
税を払われていかがですか」と問われ，「やが
て消費税を導入して良かったと感じていただ
ける日が来ることを信じております」と話さ

れていたことがニュースで報ぜられていた。
その記憶が忘れられない⑼。
　以来，2021（令３）年の今日まで33年間存
続され，1989（平１）年，1990（平２）年，
2018（平30）年及び2019（令１）年の主要三
税の税収は，国税庁の統計資料⑽によれば，
［表１］のようになっている。

税　目＼年度 1989（平１） 1990（平２） 2018（平30） 2019（令１）

所得税  60,728（11.1）  72,168（12.0）  33,356（ 5.5）  32,332（ 5.5）

源泉所得税 153,087（27.9） 187,787（31.2） 165,650（27.4） 159,375（27.3）

法人税 189,933（34.6） 183,836（30.6） 123,180（20.4） 107,971（18.5）

消費税  32,699（ 6.0）  46,226（ 7.6） 176,809（29.3） 183,527（31.4）

租税収入合計 549,218（100） 601,059（100） 603,564（100） 584,415（100）
（各年度の『国税庁統計年報書』国税庁編から著者作成）

［表１］主要三税の税収額 （単位：億円）（構成比：％）

　2019（令１）年の消費税収は18兆3,527億円
で，所得税収（含む源泉税）19兆1,707億円に
は及ばないものの，法人税収10兆7,971億円を
しのぐ大きな税目となっている。もちろん，
消費税導入に先行して所得税の大幅減税が行
われ，その後の税制改正によって法人税率が
引き下げられ，一方で消費税率が引き上げら
れているので，単純な比較はできないが，1989
（平１）年度の消費税収３兆2,699億円と比較
すればわかるように消費税法は「小さく産ん

で大きく育てる」子育ての法にかなっている。

２　消費税の導入から改正の経緯

　消費税法は，当初，簡素で低い税率の３%
で，しかも，中小事業者の大多数が適用可能
となるような簡易課税制度を設け，計算は帳
簿方式で，さらに申告書は１枚で簡単という
スタイルでスタートした⑾。
　消費税法は強行採決であったため反対の余
波は残っていた⑿。そのため1989（平１）年７

⑻　竹下登首相は，昭和62年11月に政府税制調査会
に諮問。政府税調は，消費税を含む税制改革案を
織り込んで，昭和63年６月「税制改革についての
答申」を公表した。同年７月政府は「税制改革法
案」及び「所得税等の一部を改正する法律案」と
して閣議決定，同年11月16日衆議院可決，同年12
月24日参議院可決成立となった。
⑼　竹下＝平野・同上・小倉武一「推薦のことば」
２頁。本書は消費税の成立過程を政治的議論の側

面から集大成しており，新税創設が政治的にいか
に困難な状況であったか明解に説明されている。
⑽　国税庁HP（https://www.nta.go.jp/publication/
statistics/kokuzeicho/r01/R01.pdf［最終確認日：
2021年８月７日］），平成元年度版第115回『国税庁
統計年報書』国税庁編，大蔵財務協会（1991）４
頁（第２表）税目別租税及び印紙収入決算額，平
成２年度版第116回『同書』，４頁（第２表），平成
30年度版第144回『同書』６頁（第２表）。
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月第15回参議院選挙では社会党の躍進により
自民党は31議席（非改選73議席）となり野党
が過半数を有する状況になっていた⒀。しか
し，消費税法が施行されてみると，事業者に
はとてもおいしい制度設計となっていたため
事業者による反対気勢は消失し，消費税施行
後の翌年，1990（平２）年２月の衆議院選挙

では再び自民党が275議席と過半数を維持し
た⒁。その結果，消費税法の廃止の目はなくな
ったのである⒂。政局が落ち着き財源として一
定の大きさを持って財政歳入の安定財源とな
ってくると，制度上の問題が取り上げられる
ようになってきた。主な改正事項を通覧する
（［表２］参照）。

改正年度 首　相 改正の要点

1991（平３） 海部俊樹
（自民党）

・簡易課税制度を２区分から４区分
・簡易課税制度の適用範囲を課税売上高５億円から４億円に引下げ
・限界控除制度の適用範囲を6,000万円から5,000万円に引下げ

1995（平７） 村山富市
（社会党）

・�平成９年（1997）４月１日から消費税率を３%から１%引上げ４%
に，併せて地方消費税１%を創設

・資本金1,000万円以上の新設法人の特例創設
・簡易課税制度の適用範囲を課税売上高４億円から２億円に引下げ
・限界控除制度の廃止

1996（平８） 橋本龍太郎
（自民党）

・簡易課税制度を４区分から５区分

2003（平15） 小泉純一郎
（自民党）

・免税事業者の判定基準を3,000万円から1,000万円に引下げ
・簡易課税制度の適用範囲を２億円から5,000万円に引下げ

2010（平22） 鳩山由紀夫
（民主党）

・�課税選択の免税事業者及び簡易課税制度選択事業者における調整
対象固定資産取得による３年縛りを導入

2011（平23） 野田佳彦
（民主党）

・事業者免税制度に「特定期間」を創設
・特定新規設立法人の納税義務の特例創設

2012（平24） 野田佳彦
（民主党）

・�民主党，自民党と公明党との三党合意により，平成24年（2012）８
月「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行
うための消費税法の一部を改正する等の法律」（平成24年法律第68
号）が成立

・�平成26年（2014）４月１日から消費税率を6.3%，地方消費税率を
1.7%，合計８%に引上げ。同法によって平成27年（2015）10月１日
から消費税率を８%，地方消費税率を２%，合計10%に引上げるこ
とを決定

2014（平26） 安倍晋三
（自民党）

・簡易課税制度を５区分から６区分

2015（平27） 安倍晋三
（自民党）

・消費税率（国･地方）10%への引上げを平成29年10月に延期
・国境を越えた役務の提供にリバースチャージ導入⒃

（著者作成）

［表２］消費税法の主な改正の変遷
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　その後，2016（平28）年改正では，2017（平
29）年４月に予定されていた消費税率の引上
げについては２年半延期し，2019（令１）年
10月１日から実施するとともに，以前から公
明党の頑強な要望を受けていた軽減税率制度
を導入することとした⒄。当面は，飲食料品等
に対する軽減税率適用に戸惑いを感じていた
もののインボイス制度といわれる適格請求書
の実施は見送られた。しかし，2023（令５）
年10月１日からは適格請求書等保存方式が導
入されることとなっており，2021（令３）年
10月１日から適格請求書発行事業者となるた
めの登録受付が開始されることとなっている。
　従来，帳簿方式で消費税額の計算を行って
いたところ，複数税率となること，インボイ
ス方式として「適格請求書等保存方式」の導
入が図られたので，事業者においては実務的
な対応のために商品管理体制やレジスター準

備など，金銭的・事務的負担は多くなると思
われる。

３　理論と実務のギャップ

　ところで消費税法は，本来，理論的に考え
れば，消費者が負担した消費税相当額がその
まま税収となるはずであるが，仕入税額控除
の計算方式に課税売上割合を用いること，簡
易課税制度が存在すること，免税事業者が存
在することなど，多様な制度要因によって理
論的な税収とはなっていない。
　導入当初は，なじみのない事業者の事務簡
素化のために設けた簡易課税制度は，適用範
囲を課税売上高５億円以下，みなし仕入率の
業種区分を卸売業（みなし仕入率90%）とそ
の他（みなし仕入率80%）の２区分とし，事
業者に大甘に甘い制度であった⒅。この簡易課
税制度は，1991（平３）年に適用範囲を課税

⑾　平成元年導入当時，芝税務署の法人税統括官で
あった論者は，ランダムに抽出した法人税申告書
の決算書に消費税法を当てはめて具体的な計算事
例を作成した。申告書は１枚でもその背後には，
各勘定科目の支出項目をつぶさに見なければ消費
税の計算ができないことを確信した。
⑿　読売新聞朝刊14版昭和63年12月24日１頁。「戦後
のシャウプ税制以来の抜本的改革である税制改革
関連６法案は，23日夕開いた参院本会議で，社会，
共産両党が裁決を遅らせる徹底した牛歩戦術をと
ったため異例の徹夜国会となり，大幅に成立が遅
れたが，24日には，全野党が反対の中，自民党だ
けの賛成多数で可決，成立の運びとなった。」
⒀　読売新聞朝刊20版平成元年７月24日２頁。消費
税法の廃案を目指していた日本社会党委員長土井
たか子は「山が動いてきた…」と勝利宣言をして
いた。
⒁　読売新聞朝刊20版平成２年２月19日１頁。衆議
院即日開票の記事では，「過半数維持をかけた自民
党は，前回（昭和61年）には及ばないものの，即
日開票分44都道府県で240議席を確保，翌日開票分
（略）も合わせれば，公認だけで271議席の安定多

数に迫る勢いで，追加公認，事後入党が見込まれ
る保守系無所属を加えると安定多数突破は確実
だ。」と報じられた。この選挙では，野党が消費税
の廃案を目指し，自民党は高齢化社会を支えるの
に必要な財源として戦ったのであるが，国民は自
民党を選択したことになる。
⒂　消費税法の創設は，国税庁（梅澤節夫長官）の
組織運営上にも大きな影響をもたらすものである。
施行後，最初の参議院選挙で自民党が敗北し過半
数割れの状況となったことから，平成２年の衆議
院選挙結果次第では消費税法廃案も想定されてい
たので組織改革は様子見。しかし，選挙結果は自
民党が過半数を維持した。この結果を受けて，国
税庁は大幅な組織改革を行い，従来，物品税をは
じめとする間接税を担当する部門を解体し，消費
税と所得税と並行して管理運営する個人課税部門
と，消費税と法人税と並行して管理運営する法人
課税部門とした。
⒃　『平成27年版　改正税法のすべて』大蔵財務協会
（2015）825頁。
⒄　『平成28年版　改正税法のすべて』大蔵財務協会
（2016）758頁。
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売上高５億円以下の事業者から４億円以下の
事業者に引き下げるとともに，業種区分を２
区分から４区分に細分し，みなし仕入率を卸
売業90%，小売業80%，製造・建設業など70%，
その他の事業60%へと引き下げた。
　更に1995（平７）年改正では，1997（平９）
年４月から税率を引き上げるに際して，簡易
課税制度の適用範囲についても課税売上高２
億円以下に引き下げ，1996（平８）年改正で
は簡易課税制度の業種区分を５区分とし，第
５種事業として不動産業，運輸通信業，サー
ビス業に対してみなし仕入率50%を設けたの
であった。
　その後も簡易課税制度の見直しは続けられ，
2003（平15）年改正において2004（平16）年
４月からは簡易課税制度が適用できる課税売
上高を5,000万円以下と大幅に引き下げ，更に
2014（平26）年改正では，業種区分を細分し，
金融業及び保険業を第５種（改正前第４種）
とし，そのみなし仕入率を50%と，不動産業
を第６種としてみなし仕入率40%（改正前第
５種50%）とした（消令57条）⒆。

４　小規模事業者特例の改革

　一方，当初は小規模事業者に対する配慮か

ら，制定当初は基準期間の課税売上高3,000万
円以下の事業者については免税事業者として
消費税の納税義務を免除した。当時の税制調
査会長の山中貞則氏が，免税事業者の玉の落
としどころとした金額であった，とも聞いた
ことがある。また，課税事業者に該当しても，
課税売上高3,000万円超から5,000万円以下（当
初は6,000万円）までの間に限界控除制度を設
けて，3,000万円から直ちに規定通りの消費税
額を納税しないで，段階的に本来の消費税納
付額に増額するようスライド制を設けていた。
また，消費税額の計算は帳簿方式であること
から，事業者が課税事業者なのか免税事業者
なのか，消費者等からは判明しない。免税事
業者は，販売において消費者から消費税を受
け取っても国に納付する義務はないので，免
税事業者にとって「益税」となっていると言
われている⒇。
　簡易課税制度についても，当初はみなし仕
入率の大雑把な２区分と高いみなし仕入率に
よって，実際の仕入に係る消費税額との差異
が大きく，その差額が「益税」という言葉で
新聞報道等にリークされた�。その結果，社会
一般において事業者に甘い制度となっている
ことを認識させ，「益税」タタキのムードが醸

⒅　著者の推測でいうならば，この簡易課税制度の
存在は，それまで猛烈に反対していた小売業界が
反対しなくなった要因ではないかと考える。すな
わち，実際の課税仕入高が課税売上高の30%，
40%，50%程度の事業者であっても，卸売業以外
はその他に分類され，課税売上高の80%をみなし
仕入率とした控除額を差し引いて消費税の納税額
を計算するのであるから，消費税による益税が潤
沢に懐とされたのである。これで反対する訳はな
いであろう。
⒆　拙・櫻田譲監修『Newベーシック税務会計＜企
業課税編＞』五弦舎（2020）233頁。簡易課税の変

遷については図表５－５を参照。簡易課税制度の
事業区分，みなし仕入率，業種内容については，
同書236頁を参照。
⒇　紙博文「消費税法に関する研究－益税を中心と
して－」『経営情報研究』Vol.11・№２（2004）61
頁。免税事業者であっても課税仕入れにおける仕
入先からの消費税は負担しているのであって，こ
れを含めて価格に転嫁できない場合には損税にな
る。また，簡易課税においても，実際の課税仕入
率が高くなった場合には損税が生じると指摘して
いる。
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し出されてきた。そうした世論を背景に，2003
（平15）年改正において，免税事業者の基準を
基準期間の課税売上高3,000万円から1,000万
円まで引き下げた。
　適用は2004（平16）年４月１日からであり，
原則として法人の申告ベースでみると平成17
年３月確定申告分から，個人事業者の申告ベ
ースで見ると2005（平17）年分確定申告から
ということになる。この改正においては，従
前のような「限界控除制度」がないために，
消費税の納税義務者になったとき突如として
数十万円の消費税の納税額が生じ，消費税の
納税義務者となった零細事業者が混乱を来し
たこともあった。このような零細事業者は，
所得税の確定申告において納税額が発生しな
いか，生じても少額な者が多く，消費税ショ
ックを感じた納税者もいた�。

Ⅱ　免税事業者制度の沿革

１　創設時の免税事業者制度

　消費税法は事業者間取引において消費税が
取引を通じて順次転嫁され，最終的には消費
者に転嫁されることを前提として制度設計さ
れている。そのため，事業者が納税義務者に
該当するのか否かによって事業者における準
備対応が異なってくることが想定されるため，
消費税の納税額を計算する「課税期間」のみ
ならず，その納税義務の判定のため「基準期
間」なるものを設定している�。これによっ
て，当該事業者の基準期間の課税売上高が
3,000万円超であれば課税期間において納税義
務者に該当することとし，3,000万円以下であ
れば，原則として課税期間の納税義務はない
ものとした。これが免税事業者で創設時に設
けられた（消法９条）�。
　基準期間とは，個人事業者にあっては「課
税期間」の「２年前の課税期間」を意味し，

�　筆者の推測である。国は制度の導入ありきで，
簡素に低率で導入を図ったのであろう。したがっ
て，消費税としての制度欠陥は当然に理解してい
たはずである。そこで，制度の定着状況を見なが
ら，廃案の心配がなくなってきたことから，消費
者に対して事業者における益税を新聞等にリーク
し，事業者からの反対を言い出せないように封じ
込めながら改正していったものと思われる。
�　所得税の事業所得は，事業収入から必要経費を
控除して計算するのであるが，事業所得がある程
度計算されても，さらに，それらの所得金額から
社会保険料控除，扶養控除などの所得控除がある
ために，課税所得が生じない，あるいは生じても
少額な事業者が多い。一方，消費税はほとんどの
事業収入が課税対象として消費税が課税され，所
得税でいう必要経費のうち給与を除き，対外支出
のうち課税仕入れに該当するものの消費税額を控
除して納付すべき消費税額を計算するのであるか

ら，かなりの納税額は生じる。例えば，TKC経営
指標（令和３年版：令和２年１月～12月期）の美
容業や理容業の１企業当たり平均額の損益計算書
から，概算ではあるが消費税法目線で課税仕入率
を推計すると，美容業で47.6%，理容業で40.5%で
ある。ということは，1,000万円の課税売上高の場
合，簡易課税のみなし仕入率は第五種で50%なの
で，消費税率10%で概算すると50万円の消費税額
となる。
�　大島隆夫＝木村剛志『消費税法の考え方・読み
方』（三訂版）税務経理協会（2002）99頁。木村は
基準期間について次のように述べている。「消費税
が財貨やサービスの価格に含まれて転嫁していく
ことから考えると，ある課税期間に販売する財貨
やサービスについて消費税がかかるかどうか，自
分が課税事業者になるのかどうかを，その財貨や
サービスを売るときまでに判断しておかなければ
なりません。」
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法人（１年決算の例）にあっては原則として
「課税期間」の「２事業年度前の事業年度」と
されている。
　基準期間の課税売上高については，税抜き

金額による課税売上高によって判定するもの
とされている�。基準期間と課税期間による事
業者の判定を［図１］に示す。

【基準期間と課税期間による事業者の判定】（平成元年）
＜個人事業者の場合＞                          

基　準　期　間　　　　　　　　　　　　　課　税　期　間

＜法人（３月決算）の場合＞                 
基　準　期　間　　　　　　　　　　　　　課　税　期　間

（著者作成）

［図１］事業者の判定

自昭和62年１月　至昭和62年12月 自平成元年４月　至平成元年12月

自昭和62年４月　至昭和63年３月 自平成元年４月　至平成２年３月

・課税売上高　3,000 万円超
・課税売上高　3,000 万円以下

・課税売上高　金額にかかわらず課税
・課税売上高　金額にかかわらず免税

・課税売上高　3,000 万円超
・課税売上高　3,000 万円以下

・課税売上高　金額にかかわらず課税
・課税売上高　金額にかかわらず免税

　このように，消費税の納税義務の有無は，
基準期間における課税売上高の金額により判
定するので，新たに開業した個人事業者の開
業した年及びその翌年，新たに設立された法
人の設立事業年度及びその翌事業年度は，相
続，合併等の場合の特例に該当する場合を除
き，納税義務はないことになる�。つまり新規
事業開始の場合，開業２年間は課税売上高が
幾ら生じていても消費税は免除されることと
なっていた。そのため，事業主体を細分化し
てそれぞれ法人設立を行えば，それぞれが２
年間は免税事業者となり，事業を分社化する

など新設法人によって，２年間の消費税を節
税することが可能となった。

２�　資本金1,000万円以上の新設法人の特例

　1995（平７）年改正において消費税率は，
それまで国税として消費税３%のみであった
ところ，国税としての消費税を４%に引き上
げ，消費税を課税標準としその25%を地方消
費税として創設し，1997（平９）年４月１日
から適用された。
　同改正に合わせて，新設法人のうち「資本
又は出資の金額が1,000万円以上である法人�」

�　大島＝木村・同上・98頁。木村は小規模事業者
の免税について次のように述べている。「消費一般
に幅広く負担を求めるという消費税の趣旨，ある
いは産業経済に対する中立性の確保という点から
は，免税事業者の制度を極力設けないということ
が望ましいでしょう。けれども，小規模零細事業
者の納税の事務の負担や，納税者が非常に多くな
るという税務執行に対する配慮から―税務執行に

対する配慮ということは徴税コストを低くして，
ひいては納税者の利益になることなのですが―基
準期間における課税売上高が3,000万円以下の事業
者について，納税義務を免除することにしている
わけです。」
�　『昭和63年　改正税法のすべて』国税庁265頁。
�　『昭和63年　改正税法のすべて』国税庁265頁。
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については，設立当初から課税事業者とする
ことに改正され，1997（平９）年４月１日以
後設立する新設法人から適用された。この結
果，資本金1,000万円以上の新設法人は開始か
ら２事業年度は課税売上高の金額にかかわら
ず課税事業者となり，第３事業年度からは，
基準期間の課税売上高が存在するので，その
基準期間の課税売上高によって判定し，免税
事業者か，課税事業者か，によってその後の
消費税等に対する対応を決定しなければなら

ない。この新設法人の特例による変化を［図
２］に示す。
　同改正により，新設法人の免税事業者によ
る節税対策の防止を図ったのである。会社法
は最低資本金制度を廃止したところであるが，
消費税法において新設法人に資本金基準を置
いたのは，資本金額を問わずに直ちに納税義
務を負わせることは小規模な起業意欲�をそぐ
ことにもなりかねず，政策的判断であったと
思われる。

　 （資本金 1,000 万円以上の新設法人の特例改正前）
 　　　設立 1期 設立 2期 設立 3期
 　　　免税事業者 免税事業者 　　　免税事業者　又は
 　　　課税売上高  判定   課税事業者

 　（資本金 1,000 万円以上の新設法人の特例改正後）
 　　　設立 1期 設立 2期 設立 3期
 　　　課税事業者 課税事業者 　　　免税事業者　又は
 　　　課税売上高  判定   課税事業者

（著者作成）

［図２］新設法人の特例による法人事業者の判定

３�　限界控除制度の廃止

　創設当初は，免税事業者が課税事業者に転
換してきたとき，直ちに原則的な計算の消費
税額を納税するのではなく，3,000万円を超え
た課税期間から6,000万円までなだらかに納税
額が漸次増加するように限界控除制度を設け

ていた。1991（平３）年改正において，その
適用範囲を6,000万円を5,000万円に引き下げ
た。1995（平７）年改正はこの制度の廃止を
決定し，1997（平９）年４月１日以後適用す
るものとした。
　限界控除制度による納税額変化を数式で示
すと，次のようになる。

�　社会福祉事業法第22条に規定する社会福祉法人
等は資本金1,000万円以上であっても除かれる（消
法12条の２）。
�　拙著『新会社法における会計と計算書類』税務
経理協会（2006）86頁。平成15年「中小企業の新

たな事業活動の促進に関する法律」によって株式
会社，有限会社ともに資本金１円で設立すること
が可能となった。この法律が施行されて３年弱で
31,358社（確認株式会社12,972社，確認有限会社
18,386社）が起業された。
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＝　　　　　　　　×実際に納付すべき
消費税額

本来納付すべき
消費税額

課税期間の課税売上高－3,000 万円
 2,000 万円

　

3,000 万円
税率

免税１
実際

の納税額

原則的な
納税額

免税２

5,000 万円 課税売上高

S１

S２消

　費

　税

　額

（著者作成）

［図３］限界控除制度による免除額

　基準期間の課税売上高が3,000万円以下は消
費税が免除されており（免除１），それを超え
る（S1）と直ちに消費税の納税額が生じる
（破線縦部分）ので，劇的に消費税額を負担す
ることとなる。これを課税売上高3,000万円か
ら5,000万円まで，漸次，本来納付すべき消費
税額になるよう（免除２）制度化したもので
あった。確かに本来納付すべき消費税という
観点からみれば，事業者に優しく免除した金
額が「益税」といわれるものである�。しか
し，このような制度設計は，納税義務者のみ
ならず課税庁における実務執行上の円滑さに
も資するものであり，一概に否定すべきもの
ではないと考える。

４�　免税事業者適用基準の引下げ

　創設時から免税事業者の判定基準は課税売
上高3,000万円であったところ，2003（平15）
年改正において1,000万円に引き下げ，これと
並行して簡易課税制度の適用規模を課税売上

高２億円から5,000万円まで一気に引き下げた。
　平成16年度版国税統計年報書によると，申
告所得税の営業所得者及び農業所得者の合計
人数は，245万人，翌2005（平17）年度は250
万人と５万人ほど増加しているが大きな変化
ではない。同書による法人税の普通法人から
連結法人までの申告合計件数は，291.5万件，
翌2005（平17）年度は293.9万件であり2.4万件
ほど増加しているが大きな変化ではない。
　ところが，同書による2004（平16）年度及
び2005（平17）年度の消費税の納税者数は，
消費税の免税基準を引き下げたことによって
［表３］のように劇的に変化している。個人事
業者数は約116万件の増加で，そのうち77万件
は簡易課税制度の適用増加で，１件当たりの
納税増加額は22万円余である。これに対して
法人事業者数は約38万件の増加で，１件当た

この制度は，図形化すると分かりやすいので，［図３］に示す。

�　紙・同上では，消費税の「益税」問題は，制度
設計の問題であることを論証している。



消費税法における問題と改善策の一考察

税法学586　435

りの納税増加額は66万円である。簡易課税制
度の適用は範囲の引き下げによって5.3万件余
の減少である。
　政府としては，益税解消策として，簡易課

税制度の適用範囲及び免税事業者基準の引下
げの改正によって，個人事業者において2,572
億円余，法人において2,520億円余，合計5,092
億円の増税を確保したことになる。

申告区分
年度

個人事業者 法　　人
一般課税 簡易課税 合計 一般課税 簡易課税 合計

2004（平16）
件数 173,708 232,863 406,571 962,431 650,617 1,613,048

金額百万円 98,993 141,234 240,228 8,693,146 583,803 9,276,949
2005（平17）

件数 555,597 1,010,361 1,565,958 1,394,442 596,857 1,991,299
金額百万円 243,608 253,899 497,507 9,290,385 238,632 9,529,017

2013（平25）
件数 435,942 688,313 1,124,255 1,293,754 540,233 1,833,987

金額百万円 188,279 184,505 372,784 8,801,986 207,800 9,009,787
2019（令１）

件数 453,142 637,009 1,090,151 1,362,268 504,506 1,866,774
金額百万円 323,102 291,229 614,331 16,023,074 332,088 16,355,162

（各年度版『国税庁統計年報書』国税庁編（大蔵財務協会）「７消費税⑷都道府県別課税状況等（その１個人事業
者），（その２法人）」データより著者作成）

［表３］個人事業者と法人の消費税申告状況

５�　免税制度及び簡易課税制度の見直し

　課税事業者は，課税売上高に係る消費税額
よりも，課税仕入高に係る消費税額が多けれ
ば仕入税額控除を行い差額が還付される。消
費税法には法人税法等と異なり減価償却とい
う考え方はなく，設備投資を行った場合，投
資を行った課税期間において一括して仕入税
額控除する制度となっている。したがって，
課税売上高に係る消費税額よりも課税仕入高
（商品等のほか設備投資も課税仕入れに含まれ
る。）に係る消費税額が多くなることは多々生
じる。
　しかしながら，実務上，この制度を消費税
の節税策として活用する向きも少なくない。

例えば，住居用賃貸マンションを建設し居住
用に賃貸すると消費税は非課税となる。この
場合，当初予定のとおりすべて居住用に賃貸
すると課税売上高がないので，消費税が課税
されない。反面，建設に要した建築費には消
費税が含まれているが控除できないので，還
付は生じない。そこで，前課税期間において
「消費税課税事業者選択

4 4

届出書」を提出して課
税事業者となっておく。マンション取得をし
た課税期間において，事務所用の賃貸や自動
販売機の設置等による課税売上高を生じさせ
て，居住用マンションには入居させないと，
当該課税期間は課税売上高100%となる。した
がって，僅かな課税消費税額に対して巨額の
仕入税額控除が発生することになり，巨額の
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消費税還付が生じる。その後，「消費税課税事
業者選択不適用

4 4 4 4 4

届出書」を提出して課税事業
者を取りやめて免税事業者となる。本来，非
課税売上高であれば控除できない仕入税額控
除をテクニカルに控除して合法的に還付させ
るのである�。この居住用賃貸建物の取得に係
る仕入税額控除に対しては，2020（令２）年
改正において制限措置を講じた（消法30条10
項）。
　本来，消費税制度の基本的な考え方は，課
税売上高に係る消費税額から課税仕入高に係
る消費税額を控除して納税額を計算する，非
課税売上高には消費税が課税されていないの
で課税仕入高に係る消費税額は控除しないこ
ととしている。しかし，一般的な事業者であ
っても受取利息など若干の非課税売上高が生
じるので，現行制度は，制度の明瞭性，簡便
性から，仕入税額控除の計算に課税売上割合
を用いて95%以上であれば，全額控除するこ
ととした。この制度を非課税売上高が多い事
業者が節税策として活用したのである。
　そこで，平成22年（2010）度は，調整対象
固定資産�を取得した事業者に対して，仕入税
額控除の計算を次のように改正した。
　①�　課税事業者を選択した免税事業者が，

調整対象固定資産の仕入れ等を行った場
合には，当該仕入れ等の日の属する課税
期間から，当該課税期間の初日から３年
を経過する日の属する課税期間までの各
課税期間については，免税事業者制度を

適用しないこととしたのである（消法９
条７項）。いわば，還付金の食い逃げを許
さない制度とした。

　②�　資本又は出資の金額が1,000万円以上の
新設法人に対しても，同様に調整対象固
定資産を取得した場合には，基準期間の
課税売上高が1,000万円以下になっても免
税事業者にはなれず，課税事業者とする
こととした（消法12条の２第２項）。

　③�　調整対象固定資産を取得している事業
者は，基準期間の課税売上高が5,000万円
以下であっても，簡易課税制度を選択適
用できないものとした（消法37条３項）。

６�　免税事業者の更なる見直し―その１

　2011（平23）年改正は，基準期間の課税売
上高の判定において免税事業者と判定されて
いても，基準期間と課税期間の間に１つの課
税期間が存在することから，その間の課税期
間において一定規模以上の課税売上高又は給
与等の支給額があれば，その翌課税期間にお
いて消費税対応の準備ができるものとして，
基準期間による判定に次いで，翌課税期間の
課税売上高等の状況によって，更に課税事業
者か免税事業者かの判定を行わせる改正を行
った（2013.１.１以後開始年又は事業年度から
適用）。
　このため，個人事業者及び事業年度が１年
で12月決算法人の場合，2012（平24）年１月
１日から６か月が「特定期間」となり，免税

�　『平成22年版　改正税法のすべて』大蔵財務協会
（2010）589頁。調整対象固定資産の調整を免れる
問題について，平成20年度会計検査院の報告にお
いて改善を求める意見表示がされていた。
�　調整対象固定資産とは，建物，構築物，機械及
び装置，船舶，航空機，車両及び運搬具，工具，

器具及び備品，鉱業権その他の資産で，その取得
価額の課税標準である金額が，一つの取引の単位
（通常一組又は一式をもって取引されるものにあっ
ては，一組又は一式とする）につき百万円以上の
ものをいう（消法２条16号，消令５条）。
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事業者の判定を見直す必要が生じたのである
（消法９条の２）。
　具体的には，2011（平23）年９月発行の国
税庁作成「消費税法改正のお知らせ」を見る
と［図４］が示されている。つまり，従来，
①の基準期間の課税売上高によって③の課税
期間の課税又は免税が判定される。個人事業
者であれば翌年の３月15日以内に，法人であ
れば事業年度終了の日から２か月以内（申告
期限延長法人は３か月以内）に算定され，確
定申告書を提出しているのであるから，その

段階で，翌期の課税期間③において課税事業
者となるか免税事業者となるかは判明してい
る。
　①の課税期間の課税売上高900万円なので，
③の課税期間は免税事業者と判定される。②
の課税期間の課税売上高2,500万円なので，④
の課税期間は課税事業者と判定される。とこ
ろが改正前の規定では，②の期間の急激な売
上げ上昇によって好況を呈し，③課税期間に
１億円の課税売上高があっても免税事業者と
判定されるのである。

〔これまでの事業者免税点制度（消法９①）〕
①H23.１.１
　～H23.12.31

②H24.１.１
　～H24.12.31

③H25.１.１
　～H25.12.31

④H26.１.１
　～H26.12.31

課税売上高900万円
課税売上高2,500万円

免税事業者
課税事業者

〔これまでの要件に加え，次の要件が追加されました（消法９の２）〕
アH23.１.１
　～H23.12.31

イH24.１.１
　～H24.12.31

ウH25.１.１
　～H25.12.31

エH26.１.１
　～H26.12.31

課税売上高900万円
特定期間
1,300万円 1,200万円
課税売上高2,500万円

課税事業者
課税事業者

○�　イの課税期間６か月間（特定期間）の課税売上高が1,000万円を超えると，ウの課税期間において課税事
業者となります。なお，課税売上に代えて，特定期間の給与等支払額の合計額を用いて判定することもで
きます。

［図４］事業者免税制度の適用要件の見直し

（国税庁「消費税法改正のお知らせ」を著者一部修正）

　そこで今回の改正では，課税期間の前年イ
に「特定期間」なるものを設定し，そこで翌
課税期間ウにおいて課税事業者となるか免税

事業者となるかを判定させるものである。こ
れによって，急激に業績を伸ばしている事業
者に対しては，免税事業者とされる期間を１
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年間圧縮し早期に課税事業者ウとするもので
ある。
　しかしながら，その特定期間における判定
基準には，課税売上高だけではなく，給与等
支払基準をも設定し，選択適用によって判定
するものとしている。つまり，課税売上高は
業種によって季節変動がある場合もあること
から，給与等支払基準も併用したものと考え
られる（消法９条の２第３項）。

７�　免税事業者の更なる見直し―その２

　以上のように免税事業者の判定基準につい
ては，漸次，見直されてきたところであるが，
「近年，比較的規模のおおきな人材派遣会社な
どによる資本金1,000万円未満の子会社を利用
した脱税事案など，現行の事業者免税点制度
の不適切な利用による租税回避的な事例が散
見されています�」。こうした背景を踏まえ，
社会保障・税一体改革大綱（平成24年２月17
日）において，「５億円超の課税売上高を有す
る事業者が直接又は間接に支配する法人（親
族，関連会社等を含めた資本の持分比率が
50%超の会社）」を対象に事業者免税点制度の
特例を設ける改正が行われた�。
　つまり，資本又は出資の金額が1,000万円未
満の新設法人であっても，「特定要件」に該当
する一定の大規模事業者等が設立した法人に
ついては，設立時から課税事業者としたので
ある（消法12条の３）。新設法人の株主又は出
資者について，直接投資をする法人株主や個
人株主のほか，間接的な支配関係を有する法

人や個人株主を漏らさず規定した。そのため
本法のみならず，消費税法施行令第25条の２
において「新規設立法人が支配される場合」
とはどのようなことをいうのか，同第25条の
３において「特殊関係法人の範囲」とはどの
ような株式関係における法人等をいうのか，
及び同第25条の４において「特定新規設立法
人の納税義務の免除の特例」が適用となるた
めの基準期間の課税売上高には，どの者ある
いはどの会社を対象として計算するのか，な
ど膨大な租税回避防止規定を設けることとな
った。そのため改正法は，多数の消費税法施
行令を含む超難解な立法となっている�（2014.
４.１以後に設立される新規設立法人から適
用）。

Ⅲ�　消費税法の理念と実務における訴訟事件

１　税務訴訟事件

　TAINSにおける税務訴訟事件の統計によれ
ば，消費税は一つの項目として把握されてお
り，他の税目は当該税目の中でも大まかな項
目立てが細分されている。もちろん消費税は，
所得税及び法人税の課税事件と並行して発生
することが多い。項目立ての仕方にもよるが，
2020（令２）年１月から2021（令３）年７月
分までの項目立て分類で，消費税の事件数は
すべて第一位となっており，毎月300件以上多
い月で500件が掲載されている。月平均して
393件である。
　まず，このように消費税に関する訴訟事件

�　『平成25年版　改正税法のすべて』大蔵財務協会
（2013）977頁。
�　『平成25年版　改正税法のすべて』大蔵財務協会
（2013）977頁。
�　『平成25年版　改正税法のすべて』大蔵財務協会

（2013）979頁。「新規設立法人が支配される場合と
して政令で定める範囲等」（消令第25条の２関係）
のモデル及び特殊関係法人の範囲が図示されてい
る。
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が多発するのは，税制に欠陥があるというこ
とを指摘したい。つまり，これまで述べてき
たように，消費税導入時からの理念に縛られ，
実務の簡素化を行うどころか，節税防止対策
のために次から次へと理念にとらわれ継ぎは
ぎ策を行って複雑怪奇な制度となったことに
よるといえよう。国は，裁判上で勝てば良い
のではなく，なぜ，そのような事件が多発す
るのか，単に，税理士や納税者の不勉強と片
付ける問題ではない。制度設計が実務社会に
無理を強いている，あるいは，要求する行為
が世間の常識と差異があると思われる。

２�　免税事業者の課税売上高に消費税は含ま
れるのか

　消費税創設当初の頃，通称「張江訴訟」と
呼ばれ免税事業者の判定を巡る重要事件があ
る。
事件１【張江訴訟事件／免税事業者の基準期
間における課税売上高の判定】
　�東京地裁平成11年１月29日判決（棄却）税
資第240号556頁
　（TAINS：Z240－8332）
　�東京高裁平成12年１月13日判決（棄却）税
資第246号１頁
　（TAINS：Z246－8557）
　�最高裁平成17年１月25日判決（棄却）税資
第255号29頁
　（TAINS：Z255－09910）
　�最高裁（３小）平成17年２月１日判決（棄

却）民集第59巻２号245頁
　（TAINS：Z255－09919）
（事件の概要）
　納税者の基準期間となる平成４年９月課税
期間の課税売上高は3,052万円で，課税売上高
から消費税相当額を控除すると2,964万円と
3,000万円未満になる。そのため免税事業者に
なるものと判定し，自平成５年10月１日至平
成６年９月30日の課税期間について消費税の
申告を行わなかった。これに対して税務署長
は，免税事業者の課税売上高には消費税相当
額は含まれていないので，基準期間の課税売
上高の金額は3,052万円で判定すると3,000万円
を超えており納税事業者になる，として平成
７年11月28日に消費税更正処分をした。納税
者はこの課税処分を求めて訴訟を提起し最高
裁まで争った。
（判旨）
　最高裁まで争われたがすべて棄却され，そ
の判旨は「免税事業者の行った課税資産の譲
渡等につき課されるべき消費税が存在しない
以上，基準期間において免税事業者であった
者の売上総額から除外すべき消費税額に相当
する額も存在しない」というものであった�。
（解釈）
　消費税施行当初，課税庁は弾力的運用とし
て納税者に対する消費税の刺激を与えないよ
うに実施していた�。そのため，消費税に関す
る判断が曖昧なところもあり，免税事業者に
おける課税売上高の判定において，①免税事
業者の課税売上高には消費税を含むと解する

�　三浦道隆『消費税法の解釈と実務』大蔵財務協
会（2000）105頁。国税職員から東京地方裁判所調
査官に出向していた三浦も判決のように，消費税
の課税制度の趣旨及び担税力の観点からみても原
告の主張は採用できないものとしている。

�　竹下＝平野・同上・391頁。税府・自民党は，消
費税執行における各種届け出等の期限延長，加算
税不徴収，帳簿記載事項の簡略化など「半年間弾
力的に運営する。」として国会に回答している。
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者，②免税事業者の課税売上高には消費税を
含まないと解する者があり，導入当初の実務
上も混沌としていた。しかし，この解釈の相
違は小規模の事業者において免税事業者に該
当するか否か，大変な相違をもたらすことに
なる。
　湖東京至教授は，消費税法の詳細な文理解
釈を展開し，免税事業者であってもその課税
売上高に消費税額が含まれるものと解釈すべ
きであると主張していた��

　この事件は，消費税法施行当初，混迷して
いた解釈に大きなインパクトを与えた。国税
庁は1997（平９）年になって通達（現行消基
通１－４－５）を発遣し，免税事業者であっ
た事業者の基準期間の課税売上高には消費税
等が課されていないので，「資産の譲渡等に伴
って収受し，又は収受すべき金額等の全額が
当該事業者のその基準期間における課税売上
高となることに留意する」との解釈を明示し
た。

３�　「消費税課税事業者選択
4 4

届出書」の適用開
始課税期間

　免税事業者制度には，免税事業者から課税
事業者となることができる制度がある。
　輸出事業者の課税売上高のうち輸出売上高
は免税（ゼロ税率）とされているため，課税
消費税額の納税額は生じない。しかし，その
輸出のために行った課税仕入高には取引先に
対して消費税額を負担している。消費税は，
本来，消費地課税主義を採用しているので，

輸出に当たっては，国境税調整のため当該輸
出国における消費税（又は付加価値税）を除
くものとしている。それは輸出事業者に還付
することで国際課税制度のバランスが保たれ
ているのである。
　また，事業開始には設備投資が先行するが，
その期間に課税売上高がない，あるいはあっ
ても少なく免税事業者となる事業者が存在す
る。そこで，消費税法は，形式的には免税事
業者に該当する事業者に対して「課税事業者」
となるための道を開いている。これが「消費
税課税事業者選択届出書」制度である。
　原則として基準期間の課税売上高によって
免税事業者となるのに対して，「消費税課税事
業者選択届出書」は事業者の選択によって，
あえて「課税事業者」になることを希望する
ものである。
　つまり，上述の輸出事業者のような場合「消
費税課税事業者選択届出書」を提出して課税
事業者になることによって，輸出のための課
税仕入れに係る消費税の還付を受けられるの
である。また，多額の設備投資等が必要であ
るが，開業まで課税売上高がなく免税事業者
となるような事業者にあってもこの届出書を
提出して課税事業者となることができ，この
手続きによって設備投資等に課せられている
消費税の還付を受けられるのである。
　消費税の基本計算構造を算式で示せば，次
のようになる。国内課税売上高が課税仕入高
よりも少ないと納付すべき消費税額がマイナ
スになって，還付が生じる。課税売上高に係

�　湖東京至『消費税法の研究』信山社（1999）107-
123頁，文理解釈に合理性があることを詳しく論証
している。
�　山本守之「第９章　消費税の納付及び税務行政」
宮島洋編著『消費課税の理論と課題』（1995）198

頁。山本は張江訴訟について，「判決を検討してみ
ると，原告，被告の主張はいずれも一理あり，消
費税法の法規定の不備が生んだ争いのように思わ
れる。」と静観していた。
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る消費税額等よりも設備投資等に係る消費税 額が多い場合には，還付が生じる。

課税売上高に
係る消費税額

課税仕入高に
係る消費税額

納付すべき
消費税額

マイナスの場合は
消費税還付（ （－               ＝

　この消費税課税事業者選択届出書は，免税
事業者に該当する事業者自らが，課税事業者
となることを希望するものであり，課税期間
の消費税態勢を事前に確定させるため，税務
署長への届出を前提とする制度で「当該提出
をした日の属する課税期間の翌課税期間」以
後の課税期間から適用するものとしている（消
法９条４項）。
　そのため，免税事業者に該当する事業者が，
課税事業者を希望する場合には適用開始する
課税期間の前日までに届出書を提出しなけれ
ばならない。また，届出によって課税事業者
となった事業者が課税事業者を止めたいとき
も「消費税課税事業者選択不適用

4 4 4 4 4

届出書」を
税務署長へ提出しなければならない（消法９
条５項６項）。

４�　事業開始日の意義

　このような事前届出制度のため，届出書の
提出時期と適用開始を巡る事件が生じている。
事件２【事業を開始した日の属する課税期間
の意義】
　�国税不服審判所平成24年６月21日裁決（棄
却）裁決事例集第87集　（注）国税不服審判
所HP（kfs.go.jp/service/JP/87/22/index.html

［最終確認日2021年10月10日］）

　（TAINS：J87-６-21）
（事件の概要）
　本件は，勤務医であった納税者が，個人事
業者として歯科医院開業のため，父が所有す
る農地について平成20年10月６日に県知事へ

土地の使用目的変更の許可申請書を提出し，
同年11月24日に建物の建築設計等の契約を締
結し，平成21年７月に医院建物の引渡しを受
けた。また，これらと平行して医院における
診療に使用するための材料及び器具の購入を
平成20年８月６日から行っていた。平成21年
８月31日，歯科医院の開業日を同月○日とす
る個人事業の開廃業等届出書を税務署長に提
出し，診療を行っている。
　納税者は，平成21年12月28日，消費税法第
９条第４項の規定に基づき，平成21年度の課
税期間を適用課税期間とする旨の課税事業者
選択届出書を，税務署長に提出した。その上
で，平成22年３月12日，本件課税期間の消費
税等について，還付とする確定申告書を提出
した。
　これに対して税務署長は，「消費税法施行令
第20条第１項に規定する「課税資産の譲渡等
に係る事業を開始した日」には，課税資産の
譲渡等を行うために必要な準備行為を行った
日も含まれる」として，納税者は，平成20年
11月24日に建築設計等の契約を締結している
ので，この行為は，課税資産の譲渡等を行う
ために必要な準備行為に該当するから，本件
届出書により課税事業者となるのは平成22年
の課税期間であるとして平成21年の還付金申
告を取り消す更正決定を行った。
（裁決）
　裁決では，一連の行為が全体として事業に
係る準備行為であると認められる場合には，
その最初の行為が行われた日，つまり「本件
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医院における歯科診療業務に使用するための
材料及び器具の購入の開始日である平成20年
８月６日とするのが相当である」として８月
６日を「課税資産の譲渡等に係る事業を開始
した日」として棄却した。
（解釈）
　一般的に医院の開業というのは，医院がオ
ープンして診療を始めたことをいうのではな
いか。この裁決では，開業準備行為という概
念によって開業の意義を捉えている。そのた
め，医者が医院のオープンを開業と理解して
届出書を提出し，消費税の還付申告書を提出
したが，認められなかったのである。開業準
備のために一定の期間が必要であり，その期
間の行為を捕まえて開業というのは一般社会
の理解を超えているものと考える。このほか
ゴルフ場の開業とは一般的にゴルフができる
ように開場したことを意味しているが，コー
ス整備段階での開業準備行為を捉えられて還
付が受けられなかった同類の事件で，２億
1,434万円もの還付申告が認められなかったの
である�。

５　「消費税課税事業者届出書」の意義

　消費税法には，納税義務者（消法５条）で
あっても，消費税等の申告義務のない免税事
業者（消法９条）及び消費税の申告義務のあ
る課税事業者が存在するため，免税事業者が
課税事業者に該当することになった場合には
「その旨を記載した届出書を速やかに当該事業
者の納税地を所轄する税務署長に提出しなけ

ればならない」ものと定めている。このとき
の届出書が「消費税課税事業者届出書」であ
る（消法57条１項１号，２項）。この届出書の
提出がなくても一定の要件に該当すれば課税
事業者となることには変わりない。あくまで
も，事業者の変化を確認するための届出書で
ある。
　また，課税事業者であったものが免税事業
者に該当することとなった場合には「その旨
を記載した届出書を速やかに当該事業者の納
税地を所轄する税務署長に提出しなければな
らない」ものと定めている（消法57条１項２
号）。このときの届出書が「消費税の納税義務
者でなくなった旨の届出書」である（消法57
条１項２号）。この届出書の提出がなくても一
定の要件に該当すれば免税事業者となること
には変わりない�。これらはあくまでも確認の
ための届出書である。そのため提出期限は特
に定めず「速やかに」提出しなければならな
いという表現になっている。
　これに対して，事業者としての法的立場を
変更するための届出書が「消費税課税事業者
選択
4 4

届出書」，「消費税課税事業者選択不適用
4 4 4 4 4

届出書」である（消法９条）。前者は，特段の
手続きをすることで免税事業者である事業者
が「課税事業者」になるための届出書であり，
後者は所定の手続きを経て課税事業者になっ
た事業者が「免税事業者」に戻るための届出
書である。これらの届出書は，届出によって
所定の課税期間の課税計算に一定の法的効果
を生じさせるものであり，適用しようとする

�　長野地裁平成16年３月26日判決（棄却），税資第
254号105頁，東京高裁平成16年８月31日判決（棄
却），税資第254号224頁。
�　課税事業者が簡易課税制度を選択適用している
場合に，いったん免税事業者になったのち，再び，

課税事業者となったときには，簡易課税制度の不
適用を提出していない限り，簡易課税制度が有効
となっているので，設備投資などによる還付の申
告を行うことはできない。
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課税期間の前日までに届け出ていなければな
らないと定められている。

　税務署長へ提出した「届出書」が納税者の
意図するものとは異なっていたために，消費
税等の還付が受けられなかった事件がある。
事件３【消費税課税事業者届出書と消費税課
税事業者選択届出書の相違】
　�東京地裁平成23年３月２日判決（棄却）税
資第261号40頁
　（TAINS：Z261-11630）
（事件の概要）
　納税者は，消費税に関して以下のような届
出書を提出している。
　①　平成10年３月９日
　　�　平成10年７月１日から平成11年６月30

日までの課税期間を適用開始課税期間と
する「消費税課税事業者選択

4 4

届出書」を
提出した。

　②　平成12年３月３日
　　�　平成12年７月１日から平成13年６月30

日までの課税期間を適用開始課税期間と
する「消費税課税事業者選択不適用

4 4 4 4 4

届出
書」を提出した。

　③　平成16年６月30日
　　�　平成16年４月に施行された改正法によ

って免税事業者の課税売上高が3,000万円
から1,000万円に引き下げられたことを受
けて，平成16年７月１日から平成17年６
月30日までの課税期間を適用開始課税期
間とする「消費税課税事業者届出書」を
提出した。

　④　平成18年８月31日
　　�　平成17年７月１日から平成18年６月30

日までの課税期間の消費税確定申告書を
提出した。この課税期間の課税売上高は

982万円余である。
　⑤　平成20年９月１日（８月31日は日曜日）
　　�　平成19年７月１日から平成20年６月30

日までの課税期間の消費税額等13万円余
を還付とする消費税の申告を提出した。

　これに対して税務署長は，③において提出
された「消費税課税事業者届出書」は，消費
税法９条４項の届出と異なり，57条の届出書
を提出したからといって，免税事業者である
納税者が本件課税期間において課税事業者と
なることはできない，として更正決定を行っ
た。
　納税者は，57条届出書の提出は，基準期間
の課税売上高が1,000万円を超えた課税期間以
降の課税期間について，課税事業者としての
申告義務や納税義務等を負担する旨の届出事
業者から税務署長へ向けた意思表示となる法
的効果を有していると主張した。
（判旨）
　判決は税務署長の主張を認めて棄却した。
類似の事件では，判示において会社の担当者
による勘違いによることを認定したが，「消費
税課税事業者届出書」の法的効果は同様に判
示され棄却されている�。

Ⅳ　税理士損害賠償事件

　訴訟事件が多いように税賠事件でも消費税
事件が一番多い。正式には「税理士職業賠償
責任保険」における事件をいう。日税連保険
サービスの事故事例の年次報告書では，保険
請求事件件数を税目別にまとめている。自
2018年７月１日至2019年６月30日（以下

�　京都地裁平成16年10月13日判決（棄却），税資第
254号268頁，大阪高裁平成17年５月20日判決（棄
却），税資第255号155頁，最高裁平成17年10月13日
判決（棄却・不受理），税資第255号278頁。
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「2018年度」という。）及び自2019年７月１日
至2020年６月30日（以下「2019年度」という。）
によると，［表４］のようになっている。件数
及び支払金額ともに消費税がトップである。
これほどまで問題が生じていることは，免税
事業者と課税事業者とが混在しないように事
前手続き制度を採用するとともに，そこから
の離脱のために再び手続きが必要とされるこ
とと，それらの届出書の提出期限と適用時期
にあるのではないか。理念的な法律制度が実

務と乖離しているところに納税者や税理士の
取扱いミスが多くなるのであり，改正すべき
ではないか。
　特に消費税に関しては届出手続きに関する
事故原因明細が示されているので，その項目
と件数を見てみる。上記の事件で説明したよ
うに，現行消費税制度は，世間の常識から考
えて不都合が多いのである。したがって，実
務においても勘違いや間違いが多くなるので
はないか。

年　度 2018年度 2019年度
税　目 件　数 支払金額（百万円） 件　数 支払金額（百万円）
消費税 258 848 252 967
所得税 91 259 72 255
法人税 128 475 131 685
相続税 25 98 31 187
贈与税 20 62 17 148
その他 10 34 8 17
合　計 532 1,776 511 2,259

消費税の事故原因の内訳 2018年度 2019年度
 ① 簡易課税選択届出書・提出失念 42 44
 ② 簡易課税不適用届出書・提出失念 93 81
 ③ 課税事業者選択届出書・提出失念 35 40
 ④ 課税事業者選択不適用届出書・提出失念 9 8
 ⑤ 簡易課税・原則課税　誤選択 13 15
 ⑥ 課税事業者　誤選択 2 6
 ⑦ 課税仕入れ税額　一括／個別　誤選択 26 23
 ⑧ その他 38 35

合　　計 258 252
（「税理士職業賠償保険事故事例」日税連保険サービスから著者作成）

［表４］税理士損害賠償事件
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Ⅴ�　免税事業者等の課税問題解決に関する
考察

１　すべての事業者は課税事業者

　消費税法の基本計算は，課税売上高に係る
消費税から課税仕入高に係る消費税額を控除
する。その結果，プラスであれば納税額が生
じ，マイナスであれば還付額が生じる。
　一方で納税義務者については，政策的な配
慮から零細事業者に対して免税措置を講じて
免税事業者を規定している。そのため，納税
者は，複雑な判断をして諸届出書による納税
義務の確定作業が必要とされている。
　消費税法が施行されてから33年が経過した。
人間で33歳といえば，社会的に若手の中心的
活躍者である。消費税も乳幼児から幼稚園児
的な発想から，成人者として社会的にも簡素
な制度とすることが望まれる。まして，2019
（令１）年10月１日から消費税率が10%に引き
上げられ，飲食料品等には８%の軽減税率を
適用した複数税率とし，当面は，帳簿方式と
してスタートしているが，2023（令５）年10
月からは理念に沿ってインボイス方式として
適格請求書の導入を図った。その前段として
2021（令３）年10月１日から2023（令５）年
３月31日までに課税事業者としての登録が要
求されている。
　そろそろ消費税の納税制度について発想法
を変えてみてはいかがなものだろうか。
　まず，基準期間と免税事業者を定めて事業
者のスタンスを決定するという発想をなくし，
事業者はすべて納税義務者とする。その上で，
例えば1,000万円以下の零細事業者に対して
は，消費税額を免除する。これは，免税事業
者も課税仕入れに対して消費税を負担してい

るのであり，事業者に対する益税というより
は，納税者及び課税庁における執行上の簡素
化として捉えるべきではないか。
　所得税でいえば，一時所得や譲渡所得に50
万円の特別控除がある。これは，少額不追及
という側面と課税庁における簡素化による事
務負担軽減の意味を有している。消費税につ
いても免税事業者という定めではなく，少額
不追及と課税庁における簡素化として考える
べきではないか。
　［表３］で示したように，令和元年の個人事
業者の消費税の申告件数は1,090千件，法人の
それは1,866千件である。これらは課税事業者
の件数である。この件数には免税事業者数は
含まれていない。したがって，すべての事業
者を課税事業者とすることによって膨大な個
人事業者の課税事業者数が生じることを懸念
する向きもある�。しかし，すべての事業者を
課税事業者としていても課税期間の課税売上
高1,000万円以下の事業者については，その消
費税額を免除し申告不要とすれば，それらの
事業者は申告を要しない事業者となるので，
すべてを課税事業者とすることによって納税
義務者が急激に増大することにはならないで
あろう。現に所得税においても居住者全員申
告ではなく，納税額がある者が申告すること
となっているのである（所法120条）。
　私見としては，飲食料品等の軽減税率を廃
止して消費税は単一税率に戻し，現行の帳簿
方式が実務的に簡素となる。小規模事業者を
排除する事業者登録するインボイス制度は必
要がないと考えている。

�　山田晃央「消費税の事業者免税制度の在り方に
ついての一考察」『税務大学校論叢第』88号（2017）
７頁。この論文では免税事業者数513万者超，課税
事業者数310万者としている。
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　また今後，インボイス方式を採用し実施す
る場合には，申告不要の事業者であっても取
引から排除されないように希望するのであれ
ば課税事業者として申請させてインボイス番
号を交付することでいいのではないか。こう
することによって零細事業者も希望者は課税
事業者となるのだから，免税事業者として経
済取引から排除されることは生じないことに
なろう。

２　零細事業者に限界控除制度

　すべてを課税事業者とし，一定規模以下の
事業者の消費税を免除するのであるから，課
税期間における課税売上高によって消費税額
の計算を行い，基準期間の課税売上高による
判定は不要となる。また，資本金基準や特定
期間の課税売上高による判定も不要となる。
単純に課税期間の課税売上高を計算すればよ
い。
　零細事業者は正しく会計を行っていれば，
決算において消費税の納税をしなければなら
ないか否か，判明する。しかし，例えば，免
除基準を課税期間の課税売上高1,000万円とし
た場合であっても，1,000万円を僅か１円でも
超過した瞬間に数十万円の消費税納税額が生
じるのでは零細事業者の税負担は急激に大き
くなる。そこで課税売上高が1,000万円を超え
て2,000万円までは限界控除制度を設けて，漸
次，消費税の納税額が増加して2,000万円を超
えたとき本来納付すべき消費税額となるよう
にすべきではないかと考える。
　1997（平９）年から限界控除制度を廃止し
たため，本人は免税事業者だと思い消費税の
申告を行っていなかったところ，調査におい
て基準期間における売上げの繰り延べが指摘
され，突如，課税期間の消費税の納税義務が

発生し数十万円の無申告の指摘を受ける。こ
のようなことのないように，零細事業者には
限界控除制度を設けるべきであろう。
　例えば，美容業，理容業，個人タクシー業
などは，通常の事業活動では，課税仕入れに
該当するものが非常に少なく，主たる経費は
人件費である。消費税は人件費の仕入税額控
除を認めていない。簡易課税を選択していた
場合でも第五種でみなし仕入率は50%である。
課税売上高1,000万円として消費税額は50万円
となる。所得控除と異なり，税額であるから
免除額が大きいと考える向もあろう。である
ならば，簡易課税制度の適用限度金額を引き
下げるか，免税事業者の基準を引き下げるこ
とを検討すべきであろう。

３　事業者と事業開始の日

　消費税法は，事業者を定め「個人事業者及
び法人をいう。」ものとしている（消法２条４
号）。この個人事業者とは「事業を行う個人を
いう。」ものとしている。法人は法的手続きに
よって設立するので，法人は設立時に事業者
に該当する。しかし，個人事業者は，事業を
行う場合に事業者に該当することとなる。そ
のため，「事業」とは何かが問題となる。消費
税法基本通達５－１－１（事業としての意義）
は，「対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付
け並びに役務の提供が反復，継続，独立して
行われることをいう」ものと解している。し
かしながら，個人事業者は，一般消費者の私
的生活を営む側面を有しているため「個人事
業者が生活の用に供している資産を譲渡する
場合の当該譲渡は，「事業として」には該当し
ない。」と注書きしている。
　しかし，消費税法は，反復，継続，独立し
ていると「事業」に該当するとの解釈をして
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おり，所得税法の規模も勘案する「事業」と
は異なる。そのため，僅か空き地を区割り線
引きして２～３台の駐車場として貸し付ける
程度の営みでも消費税法上は事業に当たり事
業者に該当するものとされている�。しかし，
このような年間数十万円程度の賃貸料を受け
取っても所得税法上は白色不動産所得として
処理され，かつ，一般的にも事業を営んでい
るとは見られない�。
　少額な賃借料であっても，事業を営んでい
るということは，本人に自覚がなくても「免
税事業者」に該当しているということになる
ので，この事業者が新たに事業展開し消費税
の還付を受けようとするときには，その前年
に「消費税課税事業者選択届出書」を提出し
ていなければならない。また，歯科医院の事
件のように，個人が，開業準備行為をしてい
たからといって，一般的には開院するまでは
「事業を営んでいる」とは考えない。しかし，
裁決では，歯科医院開業のための材料や器具
の仕入れをした開業準備行為をもって，「資産
の譲渡等の開始した日」とされ，一般的な理
解による開業日を前提とした「消費税課税事
業者選択届出書」の適用課税期間が認められ
ず消費税等の還付の確定申告が否認されてい
る。
　この点，すべての事業者を課税事業者とし
て基準期間概念を廃止し，課税期間における
課税売上高が1,000万円以下の場合には，そこ
で生じた消費税を免除することとしておけば，
事業開始の日が何時であるかといった問題は
解消されるのではないか。張江訴訟の場合も，
すべて課税事業者とされていて課税期間の課
税売上高によって納税額を計算するのであれ
ば，無申告などということは生じないものと
考えられる。

４　簡易課税制度適用の選択制

　消費税法は，免税事業者制度を定めるとと
もに，小規模事業者のために簡易課税制度を
設けている。その適用に当たっても事業者の
意思を確認するため「消費税簡易課税制度選
択届出書」及び「消費税簡易課税制度選択不
適用届出書」によっている。
　そこで簡易課税についても基準期間と選択
適用の届出書という考え方を廃止して，簡易
課税制度の適用を，課税期間の課税売上高が，
例えば，1,000万円以下の零細事業者に対して
申告時に本則と簡易課税制度との選択的適用
を認めても良いのではないか。この場合，事
業者は本則計算と簡易課税計算による消費税
納税額の比較計算を行い，有利選択によって
申告するであろう。これでは何のための簡易
課税制度かということになるので，社会的に
も理解は得られないであろう。そこで事業者
の都合ばかりではなく，いったん簡易課税を
選択適用したのであれば，３ないし５課税期
間は簡易課税の適用を強制するものとしてお
くべきであろう。こうした歯止めによって，
真に零細な事業者において簡易課税制度が適
用されると考えられる。

５　まとめ―消費税制度の簡素化

　確かに，消費税法の諸規定及び諸届出書は，
消費税法の課税理念というか，理論的背景と
して，事業者がどのような立場にあるのかを
明らかにする。それによって来る課税期間に
おいて，消費税に係る取引価額の設定や消費

�　国税不服審判所平成５年７月１日裁決（棄却）。
�　地面の整備又はフェンス，区画等をせず管理も
していない土地の使用は，非課税の土地の貸付け
となる（消基通６－１－５）。
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税に係る経理処理の問題について，消費者や
取引先とどのように準備すべきであるのかに
配慮した制度のように考えられる。
　しかしながら，上記の事件を見て分かるよ
うに，具体的には各種届出書が規定されてい
るものの，届出書の種類が多く，届出書によ
って一定の法的効果を生ずるものと，単なる
確認のものと，前者の場合には届出書の提出
期限とその適用する課税期間との対応が厳格
であるため，実務上の混乱をもたらしている
と思われる。
　今日の消費税法は，創設時にアバウトであ
った各種の特例的制度を逐次改め，基本的な

法的スタイルになるように改正を重ねている
ように思える。しかし，その理論的背景は，
創設当初の理論的発想と課税範囲の拡大とい
う思考の中にあるものと思われる。しかし，
これまでの消費税法の改正姿勢は，創設時の
ものを精緻化していく過程であるため，つぎ
はぎ策の連続であったのではないか。そのた
め消費税法も複雑化し，租税原理の簡素化に
反しており，そのことが実務における誤りを
殊更発生させているものと思われる。上述し
てきたようにすべて事業者を課税事業者とし，
零細事業者の消費税を免除することで簡素化
が図られると考える。


